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不動産マーケットリサーチレポートでは注目されているトピックスを中心に、不動産マーケットの様子を分析していきます。 

福利厚生制度の潮流変化 

～投資としての福利厚生～ 

• 弊社調査によると、企業の住宅支援制度は縮小傾向から拡大傾向に反転 

• 人手不足下、賃上げと共に福利厚生制度の改善による総合的な待遇改善を図る動き 

が見られる 

• 一方で、近年、従業者の世帯構成変化が急速に進む。単純な規模拡大ではなく、福利厚

生を投資と捉え、投資効果を吟味した上での“再配分”が今後一層重要に 

企業の住宅支援制度は拡大傾向に反転 

企業の福利厚生制度に対する動向に変化の兆しがある。 

弊社が 2024年に実施した「人事・退給一体サーベイ」によると、福利厚生制度の内、社宅制

度や家賃補助制度などを含む「住宅支援制度」の今後の動向について「拡大」が「縮小」を上

回る結果となった（図表 1）。「拡大」が「縮小」を上回るのは、2023 年に引き続き 2 年連続で

あり、また、「拡大」傾向はより顕著になっている。これは 2023 年以降に賃上げ率が大きく上

昇したこととも連動している（図表 2）。また、企業の人手不足感が強まる中で、賃上げと共に

住宅支援制度を含む福利厚生制度の改善による総合的な待遇改善を図る動きが見られる（図表

3）。これは、法定外福利厚生費用が 2000年代以降、長期にわたり縮小し続けてきたわが国の歴

史1を顧みれば、新たな潮流と言える。 

 

 
1 福利厚生費用を長期的に調査記してきたサーベイの一つに経団連の「福利厚生費調査」（2019年度調査で終了）がある。同調査によると、

企業の従業員一人当たりの法定外福利厚生費は 2000年には 27,780円/人・月であったが、長期的に縮小し 2019年には 24,125円/人・月まで

図表 1: 今後の住宅支援制度の動向  図表 2: 賃上げの実施状況 

単位：％  単位：％ 

 

 

 
出所 弊社「福利厚生制度に関する動向調査」、「人事・退職給付

一体サーベイ」より作成 
 出所 連合公表資料を基に筆者試算 
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福利厚生は“費用”ではなく、“投資” 

福利厚生制度を人材の確保や定着、エンゲージメント向上に活用するのであれば、福利厚生

制度に係る費用は、もはや単純なコストではなく、明確なリターンを得るための投資であると

捉えるべきではないだろうか。 

福利厚生を投資として捉える場合、投資対象が“人”であるがゆえにそのリターンの測定に

は困難が付きまとう。ゆえに、リターンの測定手段として福利厚生について何らかの KPI を設

定する動きが見られ始めている。弊社調査によると、回答企業の約 4 割程度は「福利厚生制度」

に関して何らかの KPIを設定していることが分かった（図表 4）。 

こうした福利厚生のリターンやそれを測定する KPI について理解を深めるためには、まず大

前提として、ある福利厚生制度が存在する場合、それが従業員のどのような層にどの程度アピ

ールし得るか？言い換えれば“福利厚生制度と投資対象との対応関係”を正確に把握すること

が重要である。これが本稿の主な主張である。 

以降の節では、近年、投資対象（福利厚生制度の利用者）の構成変化が急速に進んだことを

指摘しつつ、“福利厚生制度と投資対象との対応関係”を今一度見つめなおす必要性について

述べていく。 

 

年齢別に見た世帯類型の変化を算出 

福利厚生に関する各制度が従業員の待遇に与える影響は、従業員の年齢層や扶養の状況、世

帯人員数等により大きく異なる。よって、福利厚生の制度設計及び見直しにあたっては、利用

者側の状況をまずしっかり理解しておく必要がある。 

次ページの図表 5は、「“単身”世帯」や「“親と子”世帯」等の世帯類型を年齢階層別に分類

して、その長期的な推移を算出したものである。 

 

 

 
減少した。 

図表 3: 2024年 人材確保を目的とした 

賃上げ等の実施有無  
図表 4: 「福利厚生制度」に関する KPIの設定有無 

（2024年調査） 

単位：回答数（複数回答）  （%） 

 

 

  

出所 弊社「福利厚生制度に関する動向調査」、「人事・退職給付

一体サーベイ」より作成 
 出所 弊社「人事・退職給付一体サーベイ」より作成 
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若年層で「親と子」世帯の割合が減少 

 長期的な推移をみると、「30 歳未満」及び「30－39 歳」の層で“親と子”からなる世帯の割

合が低下した。特に、「30 歳未満」の層における低下は顕著である。1975 年には 41％を占めて

いたが、2003 年には 22％、2023 年には 13％を下回る程度まで低下した。これは、特に若年層

においては、いわゆる子育て世帯向け制度の対象範囲が縮小したことを意味する。 

30－49歳の層では、持家割合が緩やかに上昇 

また、30-49 歳の層に着目すると、持ち家割合が緩やかに上昇していることが分かる。持ち家

割合の上昇は“借家補助”や“借上社宅”等の借家を前提とした住宅支援サービスの対象とな

る範囲が縮小したことを意味する。 

単身者世帯の割合は全年齢層で増加 

一方で、単身者世帯の占める割合は全年齢層において増加している。 

データの特性上、単身赴任者も含まれるものの、婚姻率の低下に伴う未婚の単身者が増加した

ことが主な要因であると推察される。これは若年層に限らず、幅広い世代で単身向け住宅に居

住する世帯の割合が増加したことを意味する。 

 

利用者層の変化に応じた制度見直しが重要 

このような世帯類型の変化は、既存の福利厚生制度を抱える企業にとって、制度設計当初の

目的と実態との乖離を発生させる可能性がある。 

例えば、かつて 30代労働者の多くは子育て世帯に該当していた。そのため、子育て世帯向け

の福利厚生制度は主に 30代労働者の待遇改善に寄与したといえる。ところが、先に見たように 

図表 5: 年齢階層別/世帯類型の推移 

左軸：% 

 

  
出所 総務省統計局『労働力調査』、『住宅土地統計調査』『国勢調査』を基に作成 

 

 注： 

1.「親＋子」世帯とは、「夫婦＋子」「男親＋子」「女親＋子」世帯を含む。 

2.「その他」世帯とは、「夫婦(子)＋両親」「夫婦(子)＋他の親族」「非親族世帯」を含む。 

3.「単身世帯」からは、学生を除いている。 

4.持家率は,2003年～2023年は住宅・土地統計調査より 1975年は国勢調査より算出。 
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子育て世帯の占める割合はこの 10 年間を取

ってみても大きく低下している。よって、も

はやそうした福利厚生制度は 30 代労働者に広

くアピールする制度ではなくなってきてい

る。 

また、制度対象者層の縮小は、福利厚生を 

“一部の社員のみが恩恵を受けられる”もの

に変えてしまうリスクを孕んでいる。特に

2000年から 2010年代前半にかけては非正規雇

用の割合上昇が顕著であり（図表 6）、正規/

非正規間の公平性等、人事管理上、重要な論点に結び付く可能性もあるため、制度見直しの際

には十分留意すべきである。場合によっては、従来の制度を縮小し、より戦略目的に沿った層

へアピール可能なメニューを拡大させることも一考である。

 

まずは現行制度と投資対象である“人”との対応関係の把握を 

近年、福利厚生制度を取り巻く環境は大きく変わりつつある。人手不足下における待遇改善

の圧力や世帯構成を含めた従業員側のライフスタイルの変化等、使用者側・従業員側双方が変

化の潮流にあるといえる。このような状況下にあっては、単純な拡大ではなく、投資効果を踏

まえた慎重な判断が必要となる。 

本稿では、社会全体の縮図を基に議論を進めた。しかしながら、個別の企業の実際の人員構

成は社会平均とは異なる。だからこそ、まずは実際の人員構成及びその変化を踏まえ、“福利

厚生制度と投資対象との対応関係”を量的に把握することが、重要となるのではないだろうか。 

 

三菱 UFJ信託銀行 不動産コンサルティング部 

牧坂亮佑 

本資料は、お客さまに対する情報提供のみを目的としたものであ

り、弊社が特定の有価証券・取引や運用商品を推奨するものではあ

りません。 

本資料は執筆者個人の見解に基づくものであり、弊社としての統一
的な見解を公式に表明するものではありません。 

ここに記載されているデータ、意見等は弊社が公に入手可能な情報
に基づき作成したものですが、弊社および執筆者はその正確性、完
全性、情報や意見の妥当性を保証するものではなく、また、当該デ

ータ、意見等を使用した結果についてもなんら保証するものではあ
りません。税務・会計・法務等に関する事項に関しては、予めお客
様の顧問税理士、公認会計士、弁護士等の専門家にご相談の上、お

客様の責任においてご判断ください。 

本資料に記載している見解等は本資料作成時における判断であり、
経済環境の変化や相場変動、制度や税制等の変更によって予告なし

に内容が変更されることがありますので、予めご了承ください。 

弊社および執筆者はいかなる場合においても、本資料を提供したお 

客さまならびに直接間接を問わず本資料を当該お客さまから受け取

った第三者に対し、あらゆる直接的、特別な、または間接的な損害

等について、賠償責任を負うものではなく、お客さまの弊社に対す
る損害賠償請求権は明示的に放棄されていることを前提とします。
本資料は弊社の著作物であり、著作権法により保護されておりま

す。弊社の事前の承諾なく、本資料の全部もしくは一部を引用また
は複製、転送等により使用することを禁じます。 

本資料で紹介・引用している金融商品等につき弊社にてご投資いた

だく際には、各商品等に所定の手数料や諸経費等をご負担いただく
場合があります。また、各商品等には相場変動等による損失を生じ
る恐れや解約に制限がある場合があります。なお、商品毎に手数料

等およびリスクは異なりますので、当該商品の契約締結前交付書面
や目論見書またはお客さま向け資料をよくお読み下さい。 

本資料は、「不動産の鑑定評価に関する法律」に基づく鑑定評価書

ではありません。 

上記各事項の解釈および適用は、日本国法に準拠するものとします。 

 

図表 6: 雇用者に占める非正規雇用の割合 

単位：%  

 

出所 労働力調査より作成 
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